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　1．研究の目的
　70年代半ば以降，スタグフレーションに陥った先
進資本主義経済の「陞路」を前にして，労働者たちは，
産業民主主義の枠内での運動の限界を「感知」し，他
方で必要に迫られて，自らの雇用と生活を守るための
さまざまな試みを企てるようになる。各国での労働者
協同組合運動の展開に，その象徴を求めることは大過
ないであろう。それは，自ら出資し，自ら労働を担
い，自ら経営管理を担当するという，文字どお’閧ﾌ産
業内自治＝「労働者ゴ自主管理を内包する運動として
労働者協同組合があり，労使の2極対峙構造を「前
提」とする産業民主主義のあり方とは大きく異なる枠
組みを提供するからである。しかしながら，この古く
て新しい運動のあり方が，どのような意味において産
業民主主義を脱し，資本主義経済メカニズムと「対抗
的」に新たなフレームワークを生成しうるかは，必ず
しも明確にされてきているとはいいがたい。本研究
は，この問題を解明することを目的としている。
　（この点において，既に決着がついたかにみえるウ
ェッブ夫妻の「定式」を再検討する必要があると思わ
れる。この「発見」が本研究のひとつの成果であると
いうこともできるが，しかしそれは「発見」にすぎず，
現時点では問題解明のためのひとつのアプローチを意
味するだけである。したがって，このアプローチから
すれぽ，検討すべき主な対象は，B．ポッター『イギ
リス協同組合運動』に示される「生産者協同組合」へ
の視点であり，またS＆B．ウェッブ『大英社会主義
社会の構成』に提示されている，政治における民主主
義一経済民主主義（＝産業民主主義）一消費における
民主主義（＝消費協同組合）というシェーマ＝3極構
造からみた労働者（生産）協同組合の位置づけについ
てである。この再検討にあたって，G．　D．　H．コール
『産業内自治』に示される「労働組合主義の再編」に
関する再評価があらためて求められていると思われ
る。）
　2．　研究の方法と対象
　上記の目的に照らして，「パラダイム転換」を伴い
つつ，各国で自然成長的に生成してきた運動主体を
「発見」し，具体的事例の分析を行うという方法を通
して，労働者協同組合運動の現時点での歴史的意味を
検討することを本研究の重点的課題とした。しかしな
がら，各国の運動の研究は文献を収集し分析すること
に限定し，具体的な事例研究は，日本での運動主体の
発見と，それらの運動に関わる資料・文献の収集なら
びに実態調査を前提とする分析によらて果たそうと考
えた。具体的には；
（1）事例研究の対象として，現在（1989年度），130
事業団・団員7千人の陣容で年間事業高70億円の規模
の自主管理経営を行っている〈中高年雇用福祉事業団
（労働者協同組合）全国連合会〉を取り上げ，資料収
集・実態調査を実施した。とりわけ，全国連合会の年
次総会・事業団学校・全国事務局研修会に参加し，会
議の傍聴をはじめ，意見聴取・資料収集にあたった。
収集した資料は総会議案書その他の政策文書や団員名
簿，決予算書，事業計画書などである。
②　中高年雇用福祉事業団全国連合会の中核的「事業
・運動体」である〈センター事業団〉（全国に6地方
事業本部・39事業所，団員数8百名余り，年間事業
高23億円の規模…1989年度）をとくに重点的に調査
し，年次総代会をはじめとする各種機関会議等に参加
し，傍聴，資料収集につとめた。
（3）全国連合会傘下の単位事業団での聞き取り調査お
よび，セソター事業団の地域事業所を訪問し，聞き取
りをはじめとする調査を実施した。
（4）関連する分野で研究を蓄積している研究者と分析
視角等について意見交換をし，有益な示唆を得るζと
ができた。
　3．　研究・調査結果の概要
（1）中高年雇用福祉事業団（労働者協同組合）全国連
合会は前述の事業規模をもつ「事業・運動体」である
が，現時点では「すきま産業」の域を脱するには至っ
ていない。しかしながら，主要業務とする病院総合メ
ンテナンスは50以上の病院に及び，業界トップの水
準にある（センター事業団が主に担当）。
（2）いまひとつの主要業務になりつつあるのが，年間
500億円以上にのぼると推定されている生活協同組合
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（消費生協）の物流部門の請負である。現在，日生協
加盟の地域生協をはじめとする単協との業務提携が急
速に拡大している。
（3）病院のビルメン，あるいは生協物流部門の業務提
携は，従来L般的にみられる下請け関係をしては受け
取られてはいない。協同組合間協同（協同組合セクタ
ー）の形成という位置づけの下に業務提携が試みられ
ている。この試みはこれまで本格的になされたことの
ないものであり，市場メカニズムにのみ依拠する経済
のあり方に一定の批判と代替案を提示するものとして
注目される。この点に関し，研究が一層蓄積される必
要がある。
（4）この事業団は，元来は不安定就業者の就労確保運動
に端を発するものであったが，雇用を確保する上で地
域住民の支持をえなけれぽならず，その必要から運動
の〈7つの原則〉が提起された。しかしこれらの〈原
則〉は，その意味するところを考えるならば，日本の
労働運動の発展に重要な問題提起を投げかけていると
いえる。これら〈7つの原則〉は，〈労働者が主人公〉
・〈徹底民主主義〉・〈よい仕事〉・〈協同と愛の人づくり〉
という4つのキィコンセプト（当該の言葉）にまと
めあげることができるが，このキィコンセプトに示さ
れる運動の理念を，「食える」事業を通じて実現しよ
うとしているところに大きな特徴がある。
（5）この運動体は，理念を実現し，かつ「食える」事
業を行なうにあたって，組織形態を労働者協同組合と
規定し，構成員による自主管理によって経営管理を行
なっている。不十分ながら，これほどの規模で自主管
理を行なっている事業体は現在の日本には存在しな
い。「労働者」管理のありようについて，研究の一層
の深化が要求されているといえる。本研究は，こうし
た労働者集団の存在様式の分析と，歴史的意味の探究
に当てられている。
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